
NTTデータの本間でございます。
本日はお忙しいところ、決算説明会にご参加いただきまして、
誠にありがとうございます。



こちらが、本日のアジェンダとなります。

さっそくですが2023年3月期 実績についてご説明します。
3ページをご覧ください。



（説明省略）



こちらは、実績の概要となります。
第3四半期よりNTT Ltd.が連結されていることによる拡大影響、
また円安が進行したことによる為替影響に加え、
全セグメントでの規模拡大等により、増収増益となっております。

詳細については、次ページ以降でご説明します。

また、当期利益については、
金融費用や税金費用の増加があったものの、
営業増益等により、増益となりました。

配当については、
期初予想に対して1円増となる22円を予定しております。

4ページをご覧ください。



まず、受注高の状況です。
前提として、受注算定方法が異なる等の理由から、
受注高にはNTT Ltd.の連結拡大影響を含んでおりません。

公共・社会基盤において、前期に獲得した大型案件の反動減はありまし
たが、国内及び海外での案件獲得や為替影響により、
3,248億円の増加となりました。

5ページをご覧ください。



次に、売上高の状況です。
売上高については、全セグメントにおいて
引き続き堅調な規模拡大となりました。
このうち、 NTT Ltd.の連結により約5,800億円、
為替影響により約1,600億円の増収影響がございますが、
これらを除いても約2,000億円の増収となりました。

６ページをご覧ください。



次に、営業利益の状況です。
465億円の増益となっております。
増収に伴う増益が主要因となりますが、
公共・社会基盤においては、不採算案件による損失があったことで、
前期並みとなっております。
海外においては、売上高同様、
NTT Ltd.連結拡大影響、為替影響等により、
約500億円の増益となっております。

また、その他については、
当初の業績予想に織り込み済みの全社戦略投資に伴う支出増が主要
因となっております。

なお、海外については、参考として業績内訳を次ページで掲載しておりま
す。
8ページをご覧ください。



（説明省略）



こちらは、2023年3月期の主な成果と課題をまとめています。

NTT Ltd.との海外事業統合により
グローバル事業を一層加速させるとともに、
財務・非財務両面で外部評価も向上しましたが、
課題として、不採算案件による損失計上がありました。
また、財務の健全性、投資の収益性も課題となっております。

9ページをご覧ください。



続いて、海外事業統合後の進捗状況についてご説明します。

10ページをご覧ください。



こちらは、持株会社体制への移行の全体スケジュールです。

STEP1として、
昨年10月にNTT Ltd.との事業統合を実施し、
海外事業会社としてNTT DATA, Inc.を設立しました。
STEP2として、
今年7月の持株会社体制に向け、
NTTデータ持株会社の社名を「NTTデータグループ」、
国内事業会社を「NTTデータ」と決定し、着実に準備を進めております。



海外事業統合前より当社、及びNTT Ltd.それぞれで実行してきた事業
構造改革により、質を伴った成長が順調に進捗しており、
2023年3月期は調整後海外EBITA率8.0％を達成しました。
今後については、
営業連携強化や海外事業再編を本格的に推進していくことに注力し、
2025年度中期経営計画目標である海外EBITA率10％達成をめざし
ていきます。



昨年10月のNTT DATA, Inc.設立以降、
NTT Ltd.も加えたOne NTT DATAとして連携し、
海外各地域の営業力強化による新たな事業機会の創出、
サービス提供価値の拡充による収益性の向上に取り組んでまいりました。
その結果、営業パイプラインが増加し、お客様からの期待感も高まってお
ります。



更なるシナジーを創出すべく、
2024年からの新たなオペレーティングモデルを策定しております。
まず、大きく、リージョン組織とグローバル組織に分け、
リージョン組織については、EMEAL・APAC・北米の3地域ごとにNTT 
DATAの海外グループ会社とNTT Ltd.の事業を統合し、シングルコンタ
クトによる一元的なオファリング提供を可能とした体制を通じて、
各地域のお客様へのエンゲージメントを更に強化してまいります。

また、グローバル組織については、
NTT Ltd.によるデータセンタやネットワークといった、
既存のグローバル共通的なサービスを提供するGlobal Technology 
Servicesと、現在、グローバルにSAPを提供しているNTT DATA
Business Solutionsを通じて、スケールメリットを活かしたサービス提供
能力の更なる強化を、リージョン組織と連携しながら進めてまいります。

そして、NTT DATA, Inc.本社も含めたコーポレート機能についても、
全体を通じた最適化を実現していくとともに、
グローバルレベルでのサービスやデリバリーの成長戦略、
またパートナー戦略等を推進してまいります。



続いて、中期経営計画の進捗状況についてご説明します。

15ページをご覧ください。



当社は、2005年度からのGlobal 1st Stageにおいてグローバルカバレッジを
拡大し、2016年度からのGlobal 2nd Stageではグローバルブランドの確立
を図ってまいりました。
そして、2019年度からの前中期経営計画と2022年度からスタートした今中
期経営計画をGlobal 3rd Stageと位置づけ、世界中のお客様から信頼さ
れる企業をめざして取り組みを進めています。



こちらが、今中期経営計画においてめざす経営目標です。



こちらは、経営目標を達成するために取り組んでいる5戦略となります。
これらの戦略を徹底して実践することでお客様への提供価値を継続的に高
めていきます。



戦略1では国内事業分野の枠を超えた連携や、NTT Ltd.連携により、
新たなサービス創出に取り組んでいます。

代表的な事例としては、公共・金融領域が連携して実現した国庫金
キャッシュレスサービスのKOKO PASSや、
NTT Ltd.のプライベート5Gに関するケイパビリティを活用したBMW様の
工場DX等があります。



こちらは、NTT Ltd.の主要事業の一つであるデータセンタ事業ですが、
世界第3位のシェアを持っており、Hyper Scalerと呼ばれるクラウド事業
者向けを中心とした事業を展開しています。
このデータセンタ事業を、中長期的な事業基盤の重要な柱と位置付け、
積極的な投資を通じた事業基盤の拡大、Hyper Scalerとのパートナー
シップ強化、Enterprise向けのサービス展開をめざしていきます。



次に戦略2です。
戦略2では、Foresight(あるべき姿)起点のコンサルティングにより、お客
様と共に新しい価値を共創する取り組みを進めています。
一例として、
ヘルスケア・保険業界のForesightを基に「ヘルスケア共創ラボ」をつくり、
お客様やパートナー企業との共創機会の創出に取り組んでいます。

また、当社ならではのコンサルティングとして、経営からITまで一体となった
コンサルティングのブランド・サービスを確立していきます。



次は戦略3、
アセットベースのビジネスモデルへの進化です。
事業を通して生み出された暗黙知を、アセットに昇華させ、広く活用する
ことで、知識集約型のビジネスモデルへと進化させていきます。

事例にある通り、アセットを含めたベストプラクティスをサービスとして提供す
ることで、高付加価値サービスを高品質・高速に提供します。



そのアセットの創出に関わる重要な取り組みがこの戦略4になります。
こちらにありますように、技術の成熟度に応じて活用技術の獲得・蓄積、
ビジネス適用検証、人財の育成などに複合的に取り組んでいきます。
この中で、昨年8月に世界6カ国につくったInnovation Centerの活動
においては、中長期的な技術戦略の策定から始まり、お客様との共創・
PoCなどによるビジネスへの適用検証を、グローバルレベルで進めています。



最後の戦略5は、人財・組織力の最大化です。
「Best place to work」をキーワードに、継続的に企業としての魅力を
高めていきます。
これまでに、ジョブ型の新しい人事制度の導入等を始めています。
また、経験者採用についても大幅に強化をしております。

成果として、日本を含む世界15カ国と3地域で「Top Employer 
2023」の認定を頂いております。
引き続き、社内外から見て、より魅力的な企業への変革を進めていきま
す。



次に、サステナビリティ経営についてですが、今中計では「Realizing a 
Sustainable Future」をスローガンに、企業活動と事業活動により
社会課題の解決・地球環境への貢献にお客様と共に取り組んでおります。



企業活動 of IT としては、
グローバルで推進体制を構築し、「Carbon-neutral Vision」で掲げる
目標の達成に向けて、各国で連携して様々な取り組みを進めております。
また、事業活動 by ITでは
サステナビリティオファリングのお客様への提供を通じ、お客様のサステナビ
リティ経営促進につながる提供価値向上と、ビジネス機会の拡大を同時
に実現しております。



取組状況として 、of ITではデータセンタのGreen化、またソフトウェアの
Green化等に、業界に先駆けて取り組んでいます。
国際イニシアティブへの積極的な参加や、先進的な企業活動について、社
外から広く評価をいただいています。

またby ITでは、サステナビリティオファリングの一例として「C-Turtle」のサービ
ス提供を開始しております。
温室効果ガスの排出量を可視化するプラットフォームであり、お客様企業の
サプライチェーン全体における排出量を可視化します。
こうしたオファリングを積極的に展開していくことで、お客様・社会のサステナビ
リティに貢献していきます。



続いて、投資・財務戦略についてご説明します。

28ページをご覧ください。



事業成長に向けた投資戦略については、前中計と同様に、注力技術やイ
ンダストリーを強化するための戦略投資と、デジタルケイパビリティ獲得のため
のM&Aを推進します。
加えて、NTT Ltd.との統合により獲得したデータセンタ事業についても、旺
盛なマーケット需要をとらえるべく積極的に投資してまいります。



戦略投資では、今年度も昨年度と同様に320億円規模の投資を継続
いたします。

投資の内容は、こちらの通りとなります。



M&Aについては、
前中期経営計画の3カ年では約1,500億円の投資を実施しました。
今中期経営計画においても、
昨年度で約800億円の投資を実施しており、今年度以降も同規模以
上の投資を実施予定です。
積極的な投資により、デジタル関連ケイパビリティの更なる獲得をめざしま
す。



データセンタ事業は、ハイパースケーラを中心とする旺盛な需要など、今後も
高い成長が見込まれます。
昨年度は約2,800億円の投資を実施済みであり、今年度も約3,500億円
の投資を実施予定です。
投資回収期間の短期化や収益性の向上などに取り組みつつ、積極的な投
資を進めてまいります。



こちらは、３種類の投資と利益貢献の関係性について、グラデーションで
示しています。
M&Aおよびデータセンター投資は統合作業や建設などの先行投資が必
要とされ、投資回収には一定の期間を要するものの、当社の中長期的
な競争力強化となります。

持続的な競合優位性の維持・強化に向けて、投資ポートフォリオの適切
なマネジメントを実行してまいります。



一方、課題となっております財務の健全性と投資の収益性ですが、
質を伴う成長によりEBITDAを向上させることに加え、
データセンタ事業における第3者資本活用で投資回収期間を短縮する
等、2023年度をボトムに投資収益性・財務健全性の改善を図っていき
ます。



続いて、2024年3月期 業績予想についてご説明します。

35ページをご覧ください。



2023年3月期はNTT Ltd.は半期分のみの連結でしたが、
2024年3月期以降は、通期での連結となります。
なお、今回お示しする業績予想について、受注高は引き続きNTT Ltd.の連
結分は含まれておりません。
また、為替レートはUSドルで130円、ユーロで141円を予想しています。
36ページをご覧ください。



先ほどの前提をもとに、2024年3月期の業績予想はご覧のとおりとなりま
す。
全体として、前提となるNTT Ltd.連結影響が2024年3月期より通年
で影響するため、収益、費用それぞれで増加影響がございます。

各項目についてNTT Ltd.連結影響を除いた形でみていきますと、
売上高は、主に国内事業においてデジタル等新規案件獲得の売上計
上等により、増収を予想しています。
営業利益は、海外事業統合に伴う統合コストの増加はあるものの、
国内外の事業成長に伴う増益や公共・社会基盤の不採算案件の戻り
等により、増益を予想しています。

一方、当期利益については、海外低採算事業の撤退に伴う費用の増
加や設備投資増に伴う金融費用の増加等により、減益を予想していま
す。
受注高は、引き続きNTT Ltd.連結影響を除いたものとなっておりますが、
国内外でデジタル等の良好な受注環境が見込まれること等により、増加
を予想しています。

なお、配当については、好調な業績を踏まえ、2023年3月期実績に対
して1円増となる23円といたします。
37ページをご覧ください。



こちらは、セグメント別の業績予想を掲載しています。
売上高・営業利益は、NTT Ltd.連結拡大の通年化影響に加え、
全セグメントにおける堅調な規模拡大等により、
ご覧のとおり増収増益を予想しております。

受注高については、法人で前期に獲得した大型案件の反動減を
想定しておりますが、国内外で良好な受注環境を見込んでおり、増加を
予想しております。
なお、次ページでは、実績同様、参考として海外の業績予想内訳を掲
載しております。

私のプレゼンテーションは以上とさせていただきますが、
ここからは、財務部長の掛谷より、巻末の数値情報を用いながら、
連結業績の詳細等についてご説明します。
ありがとうございました。



（説明省略）



財務部長の掛谷です。

連結業績について補足情報をご説明します。
40ページをご覧ください。



こちらは、連結業績の詳細になります。
私からは営業利益より下の各項目についてご説明いたします。
2023年3月期実績における当期利益は、
「金融収益・費用／持分法投資損益」や「法人所得税費用等」における費
用増はあったものの、営業利益の増により70億円の増益で着地しました。

第3四半期にご案内のとおり、「金融収益・費用／持分法投資損益」の費
用増は、NTT Ltd.連結によって有利子負債が増加したことに伴う支払利息
増等によるもの、
また 「法人所得税費用等」の増は、税引前当期利益増に伴う税金費用増
やNTT DATA, Inc.社配下の損益の一部が非支配株主損益に計上された
こと等によるものです。

なお、2024年3月期予想における当期利益は、先ほど本間よりご説明の通
り、海外低採算事業の撤退に伴う費用の増加や、設備投資増に伴う金融
費用の増加等により、60億円の減益を予想しています。
41ページをご覧ください。



こちらは、外部顧客向け売上高の内訳を示しています。

法人セグメントについては、2023年4月1日に行った組織再編に伴い、
2024年3月期より新たに「製造・サービス」「小売・消費財」「コンサルティング・
ペイメント」の3区分での掲載とさせていただきます。

なお、海外セグメントについては、
実績に第3四半期以降のNTT Ltd.連結影響を反映するとともに、
予想には通期の影響を反映しております。

44ページをご覧ください。



（説明省略）
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こちらは、バランスシートの前年度末との比較を示しており、
主な科目について抜粋して掲載しております。

NTT Ltd.連結拡大影響により、総資産は前年度末比で約3兆1,000億
円の増加となっております。
主な増加要因として、流動資産が約1兆円の増、また非流動資産は、有形
固定資産、のれん及びPPA（無形資産）の増加等により約2兆1,000億
円の増となっております。

一方で負債については、有利子負債約1兆2,000億円の増加等により
前年度末比で約2兆円の増加となっております。

私からの補足説明は以上とさせていただきます。
ありがとうございました。



（説明省略）



（説明省略）



（説明省略）



（説明省略）



（説明省略）



（説明省略）



（説明省略）



（説明省略）



（説明省略）



（説明省略）



（説明省略）


